
9　 水道事業会計予算
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このページは空白です。



（総　　則）

第１条 令和４年度筑後市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。

１６，６８０ 戸

４，４４７，０００ ㎥

１２，１８３ ㎥

老朽管更新事業 ９０，０００千円

北牟田配水場更新事業 ６０，０００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

９４３，７２４千円

第１項 ８５２，４１０千円

第２項 ９１，０１３千円

第３項 ３０１千円

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第１款 水 道 事 業 収 益

令和４年度筑後市水道事業会計予算

（１） 給 水 戸 数

（２） 年 間 総 給 水 量

（３） 一 日 平 均 給 水 量

（４） 主な建設改良事業

収                     入
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８５８，４１１千円

第１項 ８２１，８７２千円

第２項 ３２，８３９千円

第３項 ７００千円

第４項 ３，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　２５３，９７４千円は、

　過年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金等で補てんし措置するものとする。）

１９４，４８７千円

第１項 ６３，３３７千円

第３項 １６，２５０千円

第４項 １１４，９００千円

４４８，４６１千円

第１項 ２９５，７９７千円

第２項 １００，０００千円

第３項 ４９，６６３千円

第４項 １千円

第５項 ３，０００千円

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

国庫補助金返還金

予 備 費

投 資

負 担 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

支　　                 出

第４款 資 本 的 支 出

第３款 資 本 的 収 入

支　　                 出

第２款 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収                     入



（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用と営業外費用と特別損失の間

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

８６，５８８千円

１００千円

（たな卸資産の購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１２，０７１千円と定める。

起債の方法 償還の方法

老朽管
更新事業

北牟田配水
場更新事業

７９８，１００千円

証書借入又は
証券発行

政府資金
銀行
その他

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
ただし、財政の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができる。

（１）

（１） 職 員 給 与 費

（２） 交 際 費

利率

４．０％以内

(ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率
の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

起債の目的 限度額
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（単位：千円）

1

1

1

2

3

2

1

3

4

5

6

3

1

2 そ の 他 特 別 利 益 1 1 その他特別利益 1

特 別 利 益 301 

過年度損益修正益 300 1 過年度損益修正益 300

雑 収 益 1,589 1 その他雑収益 1,589

消 費 税 還 付 金 1 1 消費税還付金 1

3 法定福利費引当金戻入益 1

4 その他引当金戻入益 1

引 当 金 戻 入 益 4 1 退職給付引当金戻入益 1

2 賞与引当金戻入益 1

6 他会計補助金 6,572

7 受贈財産評価額寄付金 12,499

2 工事負担金 32,630

5 他会計出資金 12,373

2 貸付金利息 1

長 期 前 受 金 戻 入 87,407 1 国（県）補助金 23,333

営 業 外 収 益 91,013 

受 取 利 息 2,012 1 預金利息 2,010

3 有価証券利息 1

その他の営業収益 4,982 1 手数料 1,288

4 雑収益 3,694

給 水 収 益 832,228 1 水道料金 832,228

受 託 工 事 収 益 15,200 1 受託工事収益 15,200

水 道 事 業 収 益 943,724 

営 業 収 益 852,410 

令和４年度　筑後市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

款 項 目 予 定 額 備 考



（単位：千円）

2

1

1

22 動力費 19,853

23 薬品費 4,495

17 賃借料 43

18 修繕費 46,123

15 委託料 56,931

16 手数料 11

12 光熱水費 20

14 通信運搬費 808

10 備消品費 1,023

11 燃料費 88

6 法定福利費引当金繰入額 242

8 旅費 16

3 賞与引当金繰入額 1,175

5 法定福利費 3,107

通勤手当 65

期末手当 1,373

勤勉手当 1,122

扶養手当 798

時間外勤務手当 2,500

原 水 及 び 浄 水 費 344,583 1 給料 8,931

2 手当等 5,858

水 道 事 業 費 用 858,411 

営 業 費 用 821,872 

支                   出

款 項 目 予 定 額 備 考
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（単位：千円）

2

15 委託料 45,717

16 手数料 132

13 印刷製本費 22

14 通信運搬費 161

10 備消品費 1,186

11 燃料費 444

6 法定福利費引当金繰入額 208

8 旅費 99

5 法定福利費 2,816

通勤手当 252

3 賞与引当金繰入額 1,053

勤勉手当 1,019

住居手当 630

期末手当 1,247

2 手当等 6,185

扶養手当 600

配 水 及 び 給 水 費 159,050 1 給料 8,704

32 研修費 20

時間外勤務手当 2,437

26 負担金 15

27 受水費 195,824

款 項 目 予 定 額 備 考



（単位：千円）

3

4

通勤手当 297

児童手当 1,752

管理職員特別勤務手当 40

住居手当 1,310

期末手当 3,178

勤勉手当 2,166

時間外勤務手当 5,073

管理職手当 852

2 手当等 15,276

扶養手当 608

受 託 工 事 費 15,200 25 工事請負費 15,200

総 係 費 72,812 1 給料 21,282

37 公課費 27

33 食糧費 11

34 補助金 11,000

36 保険料 583

32 研修費 312

24 材料費 2,746

25 補償金 5

22 動力費 11,933

23 薬品費 1,471

18 修繕費 51,409

21 路面復旧費 11,000

款 項 目 予 定 額 備 考

17 賃借料 1,826
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（単位：千円）

5 減 価 償 却 費 210,425 47 有形固定資産減価償却費 210,425

39 厚生費 181

45 貸倒引当金繰入額 1,500

33 食糧費 11

35 交際費 100

28 報酬 16

32 研修費 101

18 修繕費 330

26 会費負担金 207

16 手数料 2,482

17 賃借料 21

14 通信運搬費 1,727

15 委託料 12,428

12 光熱水費 458

13 印刷製本費 2,189

10 備消品費 756

11 燃料費 6

8 旅費 130

9 被服費 108

6 法定福利費引当金繰入額 451

7 退職給付費 3,892

3 賞与引当金繰入額 2,232

5 法定福利費 6,928

款 項 目 予 定 額 備 考



（単位：千円）

6

7

2

1

3

4

3

3

4

1 予 備 費 3,000 68 予備費 3,000

予 備 費 3,000 

特 別 損 失 700 

過年度損益修正損 700 65 過年度損益修正損 700

60 雑支出 1,000

消 費 税 20,000 61 消費税 20,000

55 一時借入金利息 1

雑 支 出 1,001 59 不用品売却原価 1

営 業 外 費 用 32,839 

支 払 利 息 11,838 54 企業債利息 11,837

50 たな卸資産減耗費 1

そ の 他 営 業 費 用 1 53 雑支出 1

款 項 目 予 定 額 備 考

資 産 減 耗 費 19,801 49 固定資産除却費 19,800
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（単位：千円）

3

1

1

3

1

4

1 建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

114,900 1 建設改良費等の財源に充てるための企業債 114,900

企 業 債 114,900 

国 庫 補 助 金 16,250 

負 担 金 63,337 1 加入金 29,337

2 工事負担金 34,000

国 庫 補 助 金 16,250 1 国庫補助金 16,250

資 本 的 収 入 194,487 

負 担 金 63,337 

収                   入

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出



（単位：千円）

4

1

1

2

4

5

2

1

3

1

4

1

5

1 予 備 費 3,000 68 予備費 3,000

国庫補助金返還金 1 66 国庫補助金返還金 1

予 備 費 3,000 

国庫補助金返還金 1 

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

49,663 43 建設改良費等の財源に充てるための企業債 49,663

企 業 債 償 還 金 49,663 

車 両 運 搬 具 1,980 1 車両運搬具 1,980

100,000 

4 老朽管更新事業 90,000

8 北牟田配水場更新事業 60,000

投 資

投 資 有 価 証 券
購 入 費

100,000 1 投資有価証券購入費 100,000

2 その他の機械器具 275

設 備 改 良 費 219,313 1 配水設備改良費 69,313

配 水 設 備 拡 張 費 71,950 1 配水設備拡張費 71,950

機 械 器 具 購 入 費 2,554 1 量水器 2,279

資 本 的 支 出 448,461 

建 設 改 良 費 295,797 

支                   出

款 項 目 予 定 額 備 考
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（単位：千円）

163,595

2,012

△ 268,907

16,250

57,579

△ 100,000

△ 10,972

0

0

△ 23,386

0

0

△ 87,407

△ 2,012

11,838

△ 31,900

　資金期首残高 2,113,215

　資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金の増加額（又は減少額） △ 76,073

2,037,142

65,237

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 49,663

114,900

　国庫補助金の返還による支出 △ 1

　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　国庫補助金等による収入

　負担金による収入

△ 295,079

　有価証券の取得にによる支出

　利息の支払額 △ 11,838

　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

153,769

　その他流動資産の増減額（△は減少）

　小計

　利息及び配当金の受取額

　その他流動資産の増減額（△は増加）

　特定仮払消費税の調整額

　未払金の増減額（△は減少）

　支払利息

　未収金の増減額（△は増加）

　たな卸資産の増減額（△は増加）

　貸倒引当金の増減額

　長期前受金戻入額

　受取利息及び受取配当金

　減価償却費

　固定資産除却費

　引当金の増減額

令和４年度　筑後市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 75,508

210,425

19,800

1,701



　(1)　総　括  (単位：千円)

給　料 職員手当 計

10 35,753 33,257 69,010 13,089 82,099

10 36,644 32,715 69,359 13,604 82,963

0 △ 891 542 △ 349 △ 515 △ 864

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管理職手当

本年度 2,006 1,940 478 10,010 40 852

前年度 2,112 798 403 10,304 40 852

比　較 △ 106 1,142 75 △ 294 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 退職給付費 計

本年度 7,614 6,425 3,892 33,257

前年度 8,576 6,388 3,242 32,715

比　較 △ 962 37 650 542

＊備考　期末・勤勉手当、退職給付費及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額、退職給付引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

給　　  与  　　費
法定福利費

給 与 費 明 細 書

　1　一　般　職　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分 職員数(人) 合　　計 備　　考

職員手当の内訳

本年度

前年度

比　較
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　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　　明

　　   　千円 　　    　　千円

普通昇給に伴う増加分 658 ・平均昇給率

給与改定に伴う増減分

・職員数の異動状況

　本年度 10 人 (　0 人)

(令和４年１月１日現在)

　前年度 10 人 (　1 人)

(令和３年１月１日現在)

　増　減 0 人 (△1 人)

( )書の人数は短時間勤務職員（外書き）

・採用退職の状況

1 人

1 人

　　　　　千円 　　　　　　　千円

改正に伴う調整

・期末手当減少分

職員の新陳代謝及び

その他による増減分

△ 944

その他増減分 1,486

給　　料
△ 891

職員手当

制度改正に伴う増減分

542

増　減　事　由　別　内　訳 備　　　　　　　考

その他増減分 △ 1,549
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

1.84%

〔現に在職する職員数〕

　採用（令和４年度見込）

　退職（令和３年度見込）



行　政　職

318,190

357,420

41.1

315,910

353,010

40.4

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 20.0 ２級 20.0

３級 30.0 ３級
（100.0）

30.0

４級 30.0 ４級 30.0

５級 10.0 ５級 10.0

６級 ６級

７級 10.0 ７級 10.0

計
100.0

計 (100.0)
100.0

＊備考　表中( )書の人数は、再任用短時間勤務職員（外書き）

　平均給与月額　(円)

　イ　初任給          (単位：円)

区　　　　　　　分 国の制度

154,900 150,600

行　政　職（一）
区　　　分 行　政　職

高校卒

1 1

行　　　政　　　職区　　分

　(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　ウ　級別職員数

区　　分 行　　　政　　　職

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

04年1月1日現在

　平　均　年　齢　(歳)

03年1月1日現在

　平均給料月額　(円)

大学卒 182,200 182,200

04年1月1日現在

職員数(人)

03年1月1日現在

職員数(人)

2 2

3
(1)
3

3 3

10
(1)
10

1 1
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（等級別基準職務表） エ　昇給

代表的な職種

行 政 職

職 員 数 （Ａ） （人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 10

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 1 1

4号給 （人） 8 8

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 10

2号給 （人） 2 2

3号給 （人） 0

4号給 （人） 8 8

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

区分
職務
の級

基準となる職務 区　　分

部長及びこれに相当する職
務で規則で定めるもの

号給数別内訳

号給数別内訳

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級 主任主事の職務

３級 主査の職務

４級

合　　計

前
　
　
年
　
　
度

６級
課長、参事、主任教育指導主
事及びこれらに相当する職務
で規則で定めるもの

７級

担当係長、主任主査及びこれ
らに相当する職務で規則で定
めるもの

５級
課長補佐、参事補佐及び教育
指導主事の職務



定年前早期退職特例措置
（6％～15％加算）

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月 47.709　月
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

備　　　考
６月 (月分)

国の制度

支給率等 47.709　月

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分 最高限度 その他の加算措置等 備　　　考

（支給率等）

20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者

　オ　期末手当　・　勤勉手当

区　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 (月分)
職制上の段階、職
務の級等による
加　算　措　置１２月 (月分)

2.0 2.15 4.15

前年度 有

有本年度

4.45

国の指定基準に基づく支給率 (％) -

支給対象職員数 (人) -

2.225 2.225

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月

　キ　地域手当

支　給　対　象　地　域

支  給  率 (％) -
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ク　特殊勤務手当

代表的な職種

行政職

給料総額に対する比率（％） - -

支給対象職員の比率（％）
（令和4年1月1日現在）

- -

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同 じ

異 な る 交通用具使用者の距離区分及び支給額

区　　分 全職種

国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ

-



　(1)　総　括  (単位：千円)

給　料 職員手当 計

(2)

0 3,164 662 3,826 663 4,489

(2)

0 3,151 612 3,763 651 4,414

(0)

0 13 50 63 12 75

区　分 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 計

本年度 136 0 526 662

前年度 135 0 477 612

比　較 1 0 49 50

　　＊備考　表中( )書の人数は、1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

給 与 費 明 細 書

区　　分 職員数(人) 合　　計 備　　考

　２　一　般　職　（会計年度任用職員）

給　　  与  　　費
法定福利費

本年度

前年度

比　較

職員手当の内訳
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（単位：千円）

100,000

投 資 合 計 100,000

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 6,043,289

(3) 投 資

イ 投 資 有 価 証 券

イ 電 話 加 入 権 141

5,943,148

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 31,297

減 価 償 却 累 計 額 △ 29,008 2,289

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,896 2,045

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,139,665 445,472

ホ 車 両 運 搬 具 5,941

ニ 機 械 及 び 装 置 1,585,137

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,089,490 5,106,821

減 価 償 却 累 計 額 △ 131,114 159,718

ハ 構 築 物 9,196,311

ロ 建 物 290,832

イ 土 地 226,803

(1) 有 形 固 定 資 産

令和４年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(令和5年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産



(5) そ の 他 固 定 負 債 0

(4) 引 当 金 110,435

(1) 一 時 借 入 金 0

固 定 負 債 合 計 422,551

4 流 動 負 債

234,911

(9) そ の 他 流 動 負 債 0

流 動 負 債 合 計

(8) 預 り 金 0

(6) 前 受 金 0

(5) 未 払 金 193,711

(7) 引 当 金 5,358

(4) 短 期 リ ー ス 債 務 0

(2) 企 業 債 35,842

(3) 他 会 計 借 入 金 0

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(3) 長 期 リ ー ス 債 務 0

(1) 企 業 債 312,116

負 債 の 部

3 固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 2,210,436

資 産 合 計 8,253,725

0

0 0

(8) そ の 他 流 動 資 産 0

(7) 未 収 収 益 0

(6) 前 払 費 用 0

未 収 収 益 貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 4,911 158,727

(3) 貯 蔵 品 14,567

(4) 前 払 金 0

(5) 短 期 貸 付 金

(2) 未 収 金 163,638

(1) 現 金 預 金 2,037,142

2 流 動 資 産
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資 本 合 計 5,595,842

負 債 資 本 合 計 8,253,725

剰 余 金 合 計 2,138,397

利 益 剰 余 金 合 計 2,079,363

ニ 当年度未処分利益剰余金 634,877

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,230,000

ハ 利 益 積 立 金 102,839

イ 減 債 積 立 金 111,647

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,457,445

(1) 資 本 金 3,457,445

資 本 の 部

6 資 本 金

繰 延 収 益 合 計 2,000,421

負 債 合 計 2,657,883

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,394,973

(1) 長 期 前 受 金 4,395,394

5 繰 延 収 益



（単位：千円）

その他未処分利益剰余金変動額 346,303

当年度未処分利益剰余金 559,369

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 28,491

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 100 173

当 年 度 純 利 益 184,575

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 100

6 特 別 損 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 273

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 273

経 常 利 益 184,402

5 特 別 利 益

(1) 支 払 利 息 5,284

(2) 雑 支 出 10 5,294 84,928

90,222

4 営 業 外 費 用

(4) 引 当 金 戻 入 益 0

(5) 雑 収 益 1,589

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 87,221

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,412

営 業 利 益 99,474

(2) 他 会 計 補 助 金 0

(6) 資 産 減 耗 費 10,000

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 0 647,951

(4) 総 係 費 67,601

(5) 減 価 償 却 費 205,572

(2) 配 水 及 び 給 水 費 93,093

(3) 受 託 工 事 費 1,382

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 270,303

(2) 受 託 工 事 収 益 1,382

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 4,623 747,425

令和３年度　筑後市水道事業予定損益計算書
(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで)

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 741,420
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（単位：千円）

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 5,904,605

(3) 投 資

イ 投 資 有 価 証 券

イ 電 話 加 入 権 141

5,904,464

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 1,281,022

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 31,296

減 価 償 却 累 計 額 △ 28,340 2,956

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,720 422

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,085,648 500,167

ホ 車 両 運 搬 具 4,142

ニ 機 械 及 び 装 置 1,585,815

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,938,618 3,728,684

減 価 償 却 累 計 額 △ 126,422 164,410

ハ 構 築 物 7,667,302

ロ 建 物 290,832

イ 土 地 226,803

(1) 有 形 固 定 資 産

令和３年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(令和4年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産

0

投 資 合 計 0



3,595

(4) 前 払 金 0

短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0 0

274,307

(9) そ の 他 流 動 負 債 0

流 動 負 債 合 計

0

(8) 預 り 金 0

(6) 前 受 金 0

(7) 引 当 金 7,548

(4) 短 期 リ ー ス 債 務 0

(5) 未 払 金 217,096

(3) 他 会 計 借 入 金

339,602

4 流 動 負 債

(2) 企 業 債 49,663

(1) 一 時 借 入 金 0

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

固 定 負 債 合 計

(3) 長 期 リ ー ス 債 務 0

(4) 引 当 金 106,544

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(1) 企 業 債 233,058

負 債 の 部

3 固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 2,243,637

資 産 合 計 8,148,242

0 0

(8) そ の 他 流 動 資 産 0

(6) 前 払 費 用 0

(7) 未 収 収 益 0

未 収 収 益 貸 倒 引 当 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 4,911 126,827

(5) 短 期 貸 付 金 0

(2) 未 収 金 131,738

(1) 現 金 預 金 2,113,215

(3) 貯 蔵 品

2 流 動 資 産
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資 本 合 計 5,520,334

負 債 資 本 合 計 8,148,242

剰 余 金 合 計 2,062,889

利 益 剰 余 金 合 計 2,003,855

ニ 当年度未処分利益剰余金 559,369

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,230,000

ハ 利 益 積 立 金 102,839

イ 減 債 積 立 金 111,647

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,457,445

7 剰 余 金

(1) 資 本 金 3,457,445

資 本 の 部

6 資 本 金

繰 延 収 益 合 計 2,013,999

負 債 合 計 2,627,908

(1) 長 期 前 受 金 4,321,565

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,307,566

5 繰 延 収 益



　Ⅰ．重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法

建物 定額法
その他 定額法

　　　　・主な耐用年数
建物 15年～60年
構築物 30年～40年
機械及び装置  8年～15年
車両運搬具  5年
器具及び備品  4年～ 8年

２　引当金の計上方法
　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

　（２）貸倒引当金

　（３）退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　注　記

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負
担に属する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。

- 423 -



- 424 -

このページは空白です。


